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論文
2タイプの労働の国際移動
?
本 繁 綽
1. はじめに
日本では外国人労働者の受入れに関しては， ベトナム難民等の例外を除い
て，専門・技能労働者は認めるが，単純労働者は認めないという政策をとって
きた。このことを一層明確にしたのは，昨年12月の国会で成立し，本年 6月か
ら施行の入管法（出入国管理及び難民認定法）の改正である。 そこでは外国人の在
留資格を細分化し，医師，語学教師など技能をもつ外国人労働者の受入れを容
易にするとともに，いわゆる単純労働者の不法就労を排除するため，その雇用
者や斡旋者に対しては，新たに不法就労助長罪を設けて，一定の罰則を課すこ
とになっている以
1) 1989年12月8日「日本経済新聞」（夕刊）。それによると，今回の改正の基本は次の2
点である。第1は， 在留資格を従来の18から次の28に細分化し（第二条二の2),す
なわち，別表第一の上欄に属するもの一①外交，公用，教授，芸術，宗教，報道，R
投資・経営，法律・会計業務，医療，研究，教育，技術，人文知識・国際業務，企業
内転勤，興業，技能，⑧文化活動，短期滞在，④留学，就学，研修，家族滞在，⑥特
定活動（法相が特に指定する）， 別表第二の上欄に属するもの一永住者， 日本人の配
偶者等， 永住者の配偶者等， 平和条約関連国籍離脱者の子， 定住者に細分化し， 法
務大臣は上記第一の上欄の在留資格による在留者が収入をともなう事業を運営する活
動，または報酬を受ける活動をおこなうことを希望する申請があった場合は，これを
許可することができる（第一九条の二の 2)。第2は， 不法就労者の雇用者等への罰
則を新設する（第七三条の二）。すなわち， 1.外国人に不法就労活動をさせた者， 2.
外国人に不法就労活動をさせるために自己の支配下においた者， 3. 業として外国人
に不法就労をさせる行為，またはその斡旋をした者には三年以下の懲役，二百万円以
下の罰金を課す。
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このように専門・技能労働者は積極的に受入れるが，単純労働者の受入れは
阻止するという政策は，どのような問題点をもつであろうか。小論は高賃金と
低賃金の 2タイプの労働からなる単純なモデルを用いて，これを純粋に経済学
的に考察することを目的とするものである。ただ， 専門・技能労働者とは何
か，単純労働者とは何かについては，経済学的な定義が存在するわけでもない
し，経済学的な分類がなされているわけでもない。ここでは両者は単に異質の
労働であり，市場と賃金率が異なると解して取り扱うことにしよう。
一般に，労働の質の識別は容易でないが，とりわけ，外国人労働者に関して
は困難であろう。したがって，小論では外国人労働者についての情報が完全な
場合の第2節と，不完全な場合の第3節とに分けて考察することにする。後者
について適用するのは， Akerlof(1970)による情報の非対称性に関する想定で
ある。買い手側が情報をもたないために平均な購入価格を適用することはそ
の基本的な方法であり，それを労働の国際移動に適用したものとして，すでに
Kwok-Leland (1982), Katz-Stark (1984, 1986, 1987, 1987), Stark (1984)等
の試みがみられる。小論はそれらを簡単な算数的モデルにくみ直したものであ
る。さらに，情報が非対称的な場合において，労働の質をスクリーニングする
方法として， Spence(1973, 1974)のシグナリング・コストによる自己選抜が
知られているが，第 4節は労働の国際移動にシグナリング・コストを導入した
ものである2¥
外国人労働者は渡航先の国で所得をえても，それを一定割合にしか評価しな
いことはありえよう。Starkは出身国のライフスタイルに対する選好のために，
そのような割引がおこなわれると考えたが叫 それに渡航費の返済や，外国就
お業けるさまざまなリスクを加えてもよいであろう。小論では外国人労働者が
2)小論は労働の国際移動に主眼をあてたもので， ここに用いた情報や不確実性の理論
そのものは極めて単純なものである。情報や不確実性の理論についてはHirshleifer-
Riley (1979), 酒井 (1982)参照。
3) Stark (1984), p. 215, p. 215, Katz-Stark (1984), p. 533. 
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このようなさまざまの要因によって渡航先の国の賃金率を割り引く比率を，と
くに稼得係数(earnigscoefficient)と名付ける。 Starkにおいては，このような
稼得係数に当たるものが，すべての外国人労働者について同一と仮定されてい
る。けれども，外国人労働者は国内労働者以上に多様性をもち，出身国のライ
フスタイルに対する選好が強い人から弱い人まで，さまざまな稼得係数の人が
存在すると見倣されるのでないだろうか。そこで小論では，稼得係数が最高の
労働者から最低の労働者まで一定の分布をしていると仮定した。それは正規分
布を想定したが，どのような分布を与えても結論には関係しない。
このように前記に 3つの場合について，外国人労働者の稼得係数の分布を与
えることによって，その移動が前記の 2タイプの労働について，どのように異
なるかを考察するのが小論のとくに意図した点であることを，はじめに指摘し
ておきたい。
2. 情報が完全な場合
まず，使用する記号を示そう。自国と外国ともに，タイプIの労働とタイプ
Iの労働という異質の労働が存在し，それぞれ市場を異にすると仮定しよう。
そのため，賃金率（＝労働の限界生産性＝労働の平均生産性）が次の表のように異な
る水準に与えられているとしよう。
タイプIの労働
自国 W1 
外国 W1 
タイプIの労働
W2 
W2 
さらに，この表において，両国ともにタイプIの労働はタイフ゜ Iの労働より
も賃金率が低い，つまり，タイプIは低賃金部門，タイプIは高賃金部門と仮
定しよう。また， 自国は外国よりもタイプ I, Iの労働とも，賃金率が高い，
つまり，自国は高賃金国，外国は低賃金国と仮定しよう。すなわち，
剛<W2, wべW2, W1>wi, W2>w2, 
である。かくて，いずれの部門においても，自国は潜在的な労働輸入国，外国
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は潜在的な労働輸出国であることが判明するであろう。このように，労働の移
動の方向は与えられているが，問題はそれがタイプIとタイプIではどう異な
るかということである。
この節では，自国の雇用者は外国の労働者がいずれれのタイプに属すかにつ
いて，完全な情報をもつと仮定しよう。というのは，自国の雇用者は外国のタ
イプIの労働に対しては W1の賃金率を， 同じく外国のタイプIの労働に対
しては W2の賃金率を，それぞれ支払うことを意味する。
外国の労働者は，そのように自国の雇用者が支払う賃金率を一定の率で割り
引いたものを出身国の賃金率とを比較して，外国から自国への移動を決定する
と考えよう。そして， 1からその割引率を差し引いた値を，前節で指摘したよ
うに稼得係数と名付けて Kで表わそう。 O<k<lである。その結果， タイプ
I, Iの労働の移動数は，自国の賃金率の割引値と外国の賃金率との差，すな
わち kW1-W1,kW2-W2に比例するであろう。
その鴻合，前節で明らかにしたように， Kの個人差が存在し，その分布が与
えられるとしよう。第 1図の上図は各 Kの値に対応する労働者の分布状態を
示したものである。それは正規分布を示し，タイプI, Iとも分布形態が同一
であると仮定しよう。分布形態のタイプI, Iによる差異はアプリオリには表
わしにくいからである。さらに，簡単化のためにタイプ I, Iとも労働者数が
同じであるとしよう。
まず，タイプIの労働者についてみよう。 W1t妬が所与であるから，その
Kの値が妬IW1より大きい労働者は外国から自国へ移動し，それ以外の労働
者は移動しない。すなわち，タイプIに属する任意の労働者加の稼得係数を
k1とすれば，
屁＞皿
W1 
であれば nliは移動する k1く竺Lであれば nliは移動しない
W1 
そして， 移動労働者の累積数（以下では移動数という）を Ni;(=~nli) と表わせ
ば，そのような累積数は第1図の下図に示される。 W1/W1の値が小さいほど
52 
2タイプの労働の国際移動（山本） 267 
N立の値が大きく，両者はつねに右下がりのの関数で示される。このように，
Kの分布を与えることによって労働の移動関数が特定化できることを指摘して
おこう。
タイプIの労働の移動についても，同様の条件が存在するであろう。その条
件は仮定によって同じく第1図から求められる。そこで， タイプIの労働に
ついての Wz, Wz を導入し，タイプ I, Iの労働の移動数をそれぞれ M,
N2とすると，
景囀；あるいは，ば芦詈によって， N1奎N2……(1)
となる。すなわち，自国内の部門別賃金率格差が外国内の部門賃率金格差より
大きれば，タイフ゜Iの労働の移動数はタイプIの労働の移動数よりも小さく，
逆であればタイプ Iの労働の移動数はタイプIの労働の移動数よりも大きい。
仮定によって，タイプ I, Iの労働の総数がそれぞれ同ーであることから，こ
の条件はタイプ I, Iの労働の移動率についても成立する。このように， Kの
個人差が存在し， その分布状態が与えられる場合は， 両タイプの労働の移動
数，あるいは移動率が求められるのである。
なお，内外の賃金率格差，すなわち W1とW1の差，あるいは W2と W2の
差が大きくても無限に開かないかぎりは，そのタイプの労働の移動率が 1とな
ることはない。つまり，無制限に労働が移動してくることはない。また，内外
の賃金率格差が接近しても一致しないかぎりは，そのタイプの労働の移動率が
0となることはない。つまり，労働の移動が完全にストップすることもない。
このように Kの分布が与えられるモデルは， 内外の賃金率格差が存在するか
ぎりは， 両タイプの労働とも多少の移動がおこなわれる。そして， その移動
数，あるいは，移動率は一定の条件によって差異が生じるのである。
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3. 情報が非対称的な場合
次にこの節では，自国の厘用者は外国の労働者が I, Iどのタイプに属する
かについで情報をもたないと考えよう。他方，外国の労働者の方は自己能力に
ついて承知している。したがって，労働の需要者と労働の供給者との間に非対
称性が存在することになる。このような情報の非対称性のために，自国の雇用
者は外国人労働者に閉と閉の加重平均に等しい賃金率を支払うとしよう。
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すなわち，一律に aW1+(l-a)W2の賃金率を支払うとしよう。 aは W1につ
けるウエイト，つまりグループ Iとみなされる比率であり， (1-a)は W2につ
けるウエイト，つまりグ）レープIlとみなされる比率である。 O<a<lである。
稼得係数 Kの個人差があり， その分布が前節におけると同様に与えられ，
タイプ I, 1Iの労働者について同一と仮定しよう。第 1図はこの場合にも同様
に適用できる。そうすると， タイプIについては， wi/{aW1+(1-a)W:社よ
り大きな Kの値をもつ労働者は移動するだろう。タイプ Ilについては，
W2/{aw; げ (l-a)W2} より大きな Kの値をもつ労働者は移動するだろう。
したがって， タイプIの労働の移動数（移動率）を Ni'とし， タイプIlの労働
の移動数（移動率）を N2'とすると，前節の最初に挙げた仮定 w1<w2から，こ
の場合はつねに，
Ni'>紺・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2)
となる。このように，タイプIの労働の移動数（移動率）がタイフ"Ilの労働の移
動数（移動率）よりも必ず大きくなることが判明する。しかも，この結果は前節
の完全情報の場合と違って，両国の部門別賃金率格差と関係なく無条件に成立
する。これは Akerlofが「一般化されたグレッシャムの法則」といったのと
基本的に同じ命題である4)。ただ，一方の労働（この場合はタイフ・nの労働）が完全
に駆逐されず比較的に少なくなるだけで，両方の労働の移動がおこなわれる点
が異なるのである。
なお，このようにして求められた Ni',N2'と前節の完全情報の場合の N1,
N2と比較すれば，
W1 -> W1 W2 -< W2 W1 aW1+Cl-a)W2, W2 aW1+Cl-a)W2 
であることから，
4) Akerlofは中古車市場において，買い手が車の質がわからないために平均的な価格を
つけると，質のよい車の持ち主はそれを市場に出さず，質の悪い車の持ち主だけがそ
れを市場に出すことになり，悪車が良車を駆逐することから，これを一般化されたグ
レッシャムの法則として指摘した。 Akerlof(1970), pp. 489-90, 500. 
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景＜景あるいは得＜誓であれば， N1'>N1>砧>N2'
景＞景あるいは情＞誓であれば， N2>M'>N2'>N1
である。すなわち，タイプIの労働の移動数（移動率）がタイプ1Iの労働の移動
数（移動率）より大きいことには変わりない。しかし，自国の部門別賃金率格差
が外国のそれより大きければ，し完全情報の場合とくらべてこのような労働の移
動数（移動率）の差異は拡大するが，逆の場合は移動数（移動率）の差異は縮小す
ることが判明する。したがって，この結果から，自国の部門別賃金率格差が外
国のそれより大きい場合の方が， Akerlofの「一般化されたグレッシャムの
法則」がより顕著にあてはまることが判明するのである。
4. シグナリング・コストが必要とされる場合
最後に，同じく情報の非対称性のために，自国の雇用者が何かのシグナルに
よって外国人労働者を選別すると考えよう。すなわち，何もなければ外国人労
働者を総てタイプIと見倣して， Wiの賃金率しか支払わないけれども，彼等
が一定の学歴や資格をもっていれば， タイプIと見倣して W2の賃金率を支
払うと想定するのである。そのような学歴や資格が自国の雇用者にとってタイ
プIの労働を示すシグナルとなるわけである。
一方，外国人労働者がこのようなタイプIの労働のシグナルを得るためのコ
スト，つまり学歴や資格を獲得するに要するコストをシグナリング・コストと
いい， それはタイフ゜ Iの労働とタイプIの労働では異なり， それぞれ C1,C2 
で示されるとしよう。
いままでと同様に， 稼得係数 Kに個人差があり， その分布が与えられると
仮定しよう。この場合は，外国のタイプIの労働者もタイプIの労働者も， 自
国のタイプ I, I部門にそれぞれ雇用される可能性があるから， I→ Iの移動
数（移動率）を N,.i, I→Iの移動数（移動率）を M2, I→ Iの移動数（移動率）
を N21, I→Iの移動数（移動率）を N22でそれぞれ表わそう。そして， 各部
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門別移動の条件を求めよう。
271 
まず，外国のタイプIの労働者のうち， Kの値が処IW1より大きい者は自
国のクイプI部門に雇用される。 これは完全情報の場合と同じである。 しか
し， Kの値がさらに (wげ C1)/W2より大きれば，自国のタイプI部門に雇用さ
れることになる。第2図は第 1図の下図と同じものである。横軸の wi/Wi,
Cw1 +Ci)!W2はそれぞれタイプI, I部門に移動する労働者の Kの最低値で
あり，縦軸はそれらに対応する移動数（移動率）である。この結果，
阜奎妬+Ci
W1 W2 によって，的奎Nu
であることが判明するであろう。ただ，このままではタイプ I, I両部門とも
に移動がおこなわれると考えられるかもしれない。 N11<M2の場合について
みよう。当初は Nu-N12がタイプ1部門に移動し， M2がタイプI部門に移
動するであろう。しかし，横軸上で Kが Cw1―C1)/W2に等しい労働者につい
ては，その Kはすでに妬!W1をこえているから，タイプI部門よりタイプI
部門へ移動する方が有利であることは明らかであろう。かくて， M2はやがて
消滅し， Nuの雇用のみおこなわれることになる。同様に M1>M2の場合は，
的はやがて消滅し， Miの雇用のみおこなわれることになる。 したがって，
阜多処+C1
W1 W2 によって，的，（く）， N12C>)のみ生じる
外国人のタイプIの労働者についても，仮定によって同じ図が用いられる。
すなわち，第2図の横軸の wi/Wi, (w2 + C2) I W2は，それぞれクイプI,I部
門に雇用される労働者の Kの値の最低値であり， したがって， 当初は両部門
への移動が生じるが，相対的に不利な部門への移動がやがて消滅することによ
って，
阜，，妬+C2
W1 W2 によって，品（く），枷(>)のみ生じる
上記2つの条件よりも， Gが大きいほど， M1のみが生じる可能性が大き
く， また， C2が小さいほど， N22のみが生じる可能性が大きいことも判明す
57 
272 闘西大學「紐清論集』第40巻第2号 (1990年7月）
る。かくて，完全情報の場合と同様に，・外国のタイプIの労働者が自国のタイ
プI部門に雇用され，外国のタイプIの労働者が自国のタイプI部門に雇用さ
れるためには， Ci,Caの値が
w1(隠ー1)<Ci,w2(勘—）>C2 
の範囲になければならず，両条件を変形して，
.fl>(巫-1)fg
、W1 W1 Wz 
でなければならない。この条件は， Wi,W2, Wi, Wzの値より， C1とC2の大
小如何にかかわらず満たされる可能性のあることを示す。 Ci=Cz=Cとすれば
w1<(止 <wz
W1 i) 
N 
Nu.r---・, 
i N22トー ！ー一一
’’ ＇ 
I 
＇ 
I
, 1 
’’ I I I• I 
j I 
！！ 
Nu!----―: ---ー：―---:』 1
, 1 
, 
I I I 
＇｀ ＇ I I 1 I I I 
＇ I , ！ , I I 
I ＇ N21!----—-1--------,---------1----— 
! I I j• 、,＇’: , : i 
’’’’ 』 I I I I : : i 
I I I I 
w, 叫 +c. w,+c, w. 
W1 防防 W1
?? ?
、1
?
第2図
58 
2クイプの労働の国際移動（山本） 273 
のような Cが存在するであろう。 Spenceはシグナリングによって完全情報
の場合と同様の選別がなされるために， C1>C2との仮定を設けている5)。これ
はかなりきびしい仮定である。小論は Kの個人差のある場合を想定して，そ
のような仮定が不要な場合も生じることを明らかにした。
さて，その的と N12とを比較すれば，第2図より，
阜奎叫+C2
W2 W2 
によって， NI湊枷…......…... ……• ・・(3)
となり，一定の条件によって両者の大小が判明するであろう。この条件は，
W1 妬閉 W2-<—あるいは，―-<―ーであれば，つねに Ni.1>N22W1 閉 W1 W1 
となり，さらに，
景＞景あるいは，得＞誓であっても， C2が大であれば，的＞枷
となる可能性は大きいといえよう。このように，シグナリング・コストを課す
場合には，前々節で見出された両国の部門別賃金率格差の差異に関する条件以
上に，タイプIの労働の移動数（移動率）がタイプIの労働の移動数（移動率）よ
りも大きい可能性が見られるのである。
5. む す び
外国人労働者が，渡航先の国の賃金を出身国のライフスタイルの違い等によ
って割引く場合，割引値が高い人も低い人もありうる。小論はその割引値を稼
，得係数と名付けて，稼得係数が一定の分布をしていると仮定した。その結果，
内外の賃金格差が存在しても，稼得係数の大きい労働者は移動するだろうし，
稼得係数の小さい労働者は移動しないだろう。けれども， 労働者の移動率は
クイプIC低賃金）部門とタイプIC高賃金）部門では，内外の賃金率格差によっ
5) 「教育費が生産性に完全にマイナスに相関するという仮定」， すなわち， Spenceは
シグナリングによって選別がなされるためには，生産性の低いタイプの労働者は，生
産性の高いタイプの労働者よりも同一のシグナルを獲得するために，より多くの労苦
を必要とすると仮定した。 Spence(1973), p. 363,,(1974), p. 20. 
59 
274 爛西大學「継清論集」第40巻第2号 (1990年7月）
て異なる。問題はどちらが大きいかである。小論では，完全情報を仮定すれ
ば，部門別賃金格差が渡航先の国と出身国でどちらが大きいかによって，すな
わち，閉!W1とwdw1の差によって，その移動率が異なることを明らかにし
た。また，非対称的な情報のために雇用者が平均的な賃金率を設定する場合
ゃ，労働者にとってシグナリング・コストが必要な場合にも，この差が一定の
役割を果たすことも明らかにした。
では， W2/W1とW2/W1の差について何がいえるだろうか。一般に，労働過
剰型の開発途上国は先進国より部門別賃金格差が大きいことは推定される。そ
の理由は，開発途上国では伝統的産業部門の労働の限界生産性がいちじるしく
低いため，そうした部門は極端な低賃金であるのに対して，近代的産業部門は
比較的高賃金と考えられるからである6)。 このような労働の国際移動のモデル
では，渡航先の国を先進国，出身国を過剰労働の開発途上国と見倣すことは自
然であろうが，そうすると前記の差について， (Wii/W1)> (wdw1)となる可能
性は大きい。かくて，完全情報の場合においては，タイプIの労働の移動率は
クイプIの労働の移動率より大きくなり， M>品となる場合が一般的と考え
られる。しかも，この労働の移動率の大小関係はシグナリング・コストが必要
な場合にはいっそう強く妥当するし，雇用者が平均的な賃金率を採用する場合
もつねに妥当する。
かくて，小論のモデルに先進国，開発途上国の賃金構造を考慮にいれると，
タイプIの労働の国際移動率はタイプIの労働の国際移動率より大きいといえ
よう。これは注目に値する結果である。というのは，タイプIの労働を単純労
働，タイプIの労働を専門・技能労働とみなすことは許されるであろうが，そ
うすると， 単純労働の移動を阻止し，専門・技能労働の移動を促進する政策
は，まさに上記の結果に反する政策であり，その意味で極めて困難な政策とい
わなければならないからである。
そこで，単純労働者の受け入れを阻止するとともに，専門・技能労働者の受
け入れを拡大するという困難な政策をあえて遂行するにはどうすればよいか。
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そのためには，入国管理を厳重にして単純労働の移動を阻止するとともに，他
方，専門・技能労働を用いる部門には雇用補助金等の政策によって高賃金をは
かり7',W2を高めて， (WdW1)>(妬/w1)にもっていけば可能と思われるか
もしれない。そのような政策は，価格メカニズムに沿う意味でも効果的と考え
られるかもしれない8)0 
しかしながら，そのような政策はまたジレンマをはらむものである。という
のは，単純労働の受け入れを認めず，専門・技能労働者は積極的に受け入れる
と，やがて国内の単純労働者数は専門・技能労働者数に相対的に減少し，賃金
は上昇する圧力を受けるであろう。したがって， WdW1は期待されたように
高まらず， (W2!W1)>(w2/w1)はいつまでも達成されないからである。 この
ように，市場が分離された一方の労働輸入を阻止しつつ，他方の労働輸入を賃
金引き上げ政策でおこなうことは，それ自体ジレンマをはらみ，その意味でも
達成が困難な政策であることを強調したい。
小論のような非常に単純化されたモデルから得られた結果を，日本労働市場
の開放問題にそのまま適用できないことはいうまでもない。けれども，自国を
日本，他国を過剰労働の開発途上国とし，タイ プIの労働を単純労働，タイプ
Iの労働を専門・技能労働とすることだけは認めれるであろう。そうすれば，
小論の結果は日本の外国人労働者政策に基本的には適用できるといえるのでは
ないだろうか。かくて，はじめにも指摘したように，こんにちの日本の労働市
場の開放政策は専門・技能労働者の受け入れは積極的に認めるが，単純労働者
の受け入れは認めないということであるが，そのような政策はその逆の政策と
6) Lewis, Ranis-Fei等の二重経済モデルは，いずれもこのことを想定している。
7)外国人労働者に対しては， 2, 3年に一度くらい本国へ帰国のための長期休暇（エク
スペイリエイト）を保証するのも一つの手段であろう。
8)日本は他の先進国に比較しても専門・技能労働者の賃金率が相対的に低いから， Wz 
を引き上げることはとくに重要と思われる。なお， 日本が欧米諸国と比較しても，プ
ルーカラーとホワイトカラー，あるいは，管理職と平社員との賃金格差の少ない国で
あることは，例えば，小池和男『日本の熟練』有斐閣選書， 1981,参照。
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くらべてはなはだしく困離な政策ということは，小論の諸結果から明らかに示
唆できるものである。
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